
令和４年４月20日

総務省自治財政局公営企業課

公営企業会計の法適用化に係る
新たな支援措置等について

資料４



H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

○ その他の事業

○ 簡易水道・下水道（公共）

＜人口３万人未満＞

○ 下水道（集排・浄化槽）

○ 簡易水道・下水道（公共・流域）
＜人口３万人以上＞

○ 公営企業会計の適用の推進に当たっての留意事項について（平成31年1月25日付自治財政局長通知）：

• 「人口３万人未満の市区町村については、重点事業（下水道事業及び簡易水道事業）について、（略）遅くとも拡大集中取組期間内（令和５年度
まで）に移行することが必要であること」

• 「重点事業以外の事業についても、公営企業として継続的に経営を行っていく以上は、原則として公営企業会計の適用が求められることから、
拡大集中取組期間内にできる限り移行することが必要であること」

団体の実情に応じて移行

移行

＜拡大集中取組期間＞

できる限り移行

ロードマップ

新ロードマップ

H27.1月 総務大臣通知等により要請 H31.1月 総務大臣通知等により要請

＜集中取組期間＞

公営企業として継続的に経営を行っていく以上、

原則として公営企業会計への移行が求められる。

特に、資産規模が大きく、多額の更新投資を要す

る事業については、積極的に移行を検討

移行

できる限り移行

※ ただし、既に廃止が決定している等、将来に
わたる継続を見込まない事業や、災害対応
その他の理由により、期間内の移行が著しく
困難な市区町村については、この限りでない
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公営企業会計の適用に向けたロードマップについて



会計適用後のランニングコスト（専門家への相談料、システム管理費）

公営企業会計の法適用化に係る新たな支援措置（令和４年度～）

自治体から指摘される課題

対応策

1. 会計適用の運用経費について、公営企業会計適用債（簡易水道事業については、

交付税措置率を５０％から５５％に引上げ）の対象とする期間を導入後３年間（改正

前１年間）に拡充。

2. 全国の地方団体から情報を収集し、会計適用後の実務に係る典型的なQ＆A集及

びチェックリストを作成し、専門家への相談なしに実務が可能となるようにする。

3. 各都道府県ごとに、複数の財務諸表の作成等の経験者をアドバイザーに登録し、

小規模自治体の問い合わせに対応。
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公営企業会計適用に要する経費について、地方債（公営企業会計適用債）を充当した場合に、その元利償還金の一部を
一般会計からの繰出しの対象とし、当該繰出しについて地方交付税措置

公営企業会計の適用拡大に係る地方財政措置

概要

令和５年度まで ※R6.4.1に適用した団体は、R6年度からR8年度までの会計処理及び財務諸表の作成に要する経費も対象

対象経費

地方公営企業法の財務規定等の適用に要する経費（基礎調査・基本計画等策定経費、資産評価・資産台帳作成経費、
財務会計システム導入経費並びに財務規定等を適用した日の属する年度から当該年度の翌々年度までの間における会
計処理及び財務諸表の作成に要する経費等をいう。ただし、財務規定等の適用に係る事務に従事する職員の給料等は原
則として含まれない。）
※ 財務規定等を適用した１年目から３年目までにおける決算書類の作成等に係る外部委託費も対象となる。

地方財政措置

－ 簡易水道事業 ：元利償還金の55％に繰出し、元利償還金の55％に普通交付税措置
－ 下水道事業 ：元利償還金の一部に繰出し、元利償還金の21～49％に普通交付税措置
－ 上記以外の事業：元利償還金の50％に繰出し、繰出額の50％に特別交付税措置

（都道府県・指定都市については財政力補正あり）
対象期間
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Ｑ＆Ａ集及びチェックリストの作成

地方団体の事務負担及び費用負担の軽減を図るため、地方団体から会計処理における質疑及び回答等を収集し、
総務省において公認会計士等の専門家による精査を行った上で、Ｑ＆Ａ集及びチェックリストを夏頃を目途に作
成・公表。

体制のイメージ

掲載項目（例）

項目（例）

Ｑ＆Ａ集
 「貸倒引当金」及び「減価償却費」等の計算方法
 「繰延収益（長期前受金）」について、元金償還金に対する繰入割合における収益

額算出方法

チェックリスト

 貸借対照表の「現金預金」残高とキャッシュ･フロー計算書の「資金期末残高」が一
致しているか。

 貸借対照表の「利益剰余金」の増加額と損益計算書の「当年度純利益」の額は一致
しているか。
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質疑及び回答
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質疑及び回答（5/20締切）

Ｑ＆Ａ集及びチェックリストを作成・公表
（夏頃を目途にＨＰで公表予定、その後随時更新）

①照会（3/14発出）
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公営企業会計の適用に係る電話相談体制の構築

公営企業会計の適用の推進を図るため、財務諸表の作成等の経験者をアドバイザーに登録し、小規模自治体から
の財務諸表の作成等に関する質問・相談を各都道府県のブロック毎に電話にて対応する体制を構築。

イメージ図

①事業実施通知 Ｂ
町
村

⑥質問

⑦回答

○県×ブロック

Ａ
団
体

（
財
務
諸
表
の
作
成
等
の
経
験
者
）

総
務
省

都
道
府
県 Ｃ

町
村

⑥質問

⑦回答

②アドバイザー
就任依頼

③アドバイザー
登録

④アドバイザー名簿
の作成・公表

⑤アドバイザー名簿
の提出

電話対応

留意点

 都道府県、指定都市、中核市、特例市、県庁所在市、その他市町における財務諸表の作成等の経験者につ
いては、積極的にアドバイザーに就任していただき、１都道府県において少なくとも10名以上はアドバイ
ザー登録されるようお願いします。

 特定のアドバイザーに質問が集中しないよう、各都道府県のブロック毎に担当アドバイザーを登録するよ
うお願いします。

 「公営企業会計適用債」等を活用する際の要件とすること等について、今後、検討を行う予定です。
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○ 人口減少が進展する一方で、インフラ資産の大規模な更新時期を迎える中、財政・経営状況やストック情報等を的確に

把握し、「見える化」した上で、中長期的な見通しに基づく持続的な財政運営・経営を行う必要性が高まっている

○ しかしながら、地方公共団体においては、人材不足等のため、こうした経営・財務マネジメントに係る「知識・ノウハウ」が

不足し、小規模市町村を中心に公営企業会計の適用やストックマネジメント等の取組が遅れている団体もあるところ

地方公共団体の経営・財務マネジメントを強化し、財政運営の質の向上を図るため、総務省と地方公共団体金融
機構の共同事業として、団体の状況や要請に応じてアドバイザーを派遣

事業概要

（１） アドバイザーを派遣する支援分野

○ 公営企業・第三セクター等の経営改革

・ 経営戦略の改定・経営改善

・ 公立病院経営強化プランの策定及び

経営強化の取組

・ 上下水道の広域化等

・ 第三セクターの経営健全化

○ 公営企業会計の適用

（２） 支援の方法

※アドバイザーの派遣経費（謝金、旅費）は、地方公共団体金融機構が負担

（各都道府県の市区町村担当課と連携して事業を実施）

（３） 事業規模

○ 約３億円 （約500団体・公営企業への派遣を想定）

啓発・研修事業課題対応アドバイス事業 課題達成支援事業

都道府県が市区町村・公営企業
の啓発のため支援分野の研修を
行う場合に派遣

市区町村・公営企業が直面する課題
に対して、当該課題の克服等、財政
運営・経営の改善に向けたアドバイ
スを必要とする場合に団体の要請に
応じて派遣

上記の支援分野の実施に当たり、知
識・ノウハウが不足するために達成が
困難な市区町村・公営企業に、技術
的・専門的な支援を行うために派遣

都道府県に派遣個別市区町村に継続的に派遣

○ 地方公会計の整備・活用

○ 公共施設等総合管理計画の見直し・実行（公共施設マネジメント）
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地方公共団体の経営・財務マネジメント強化事業



公認会計士等との顧問契約の締結状況
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※ 平成30年度から令和２年度までに「地方公営企業法適用状況異動報告書」の提出があった地方団体のうち、提出数
が多かった茨城県、千葉県、静岡県及び愛知県内の市町村の事業を集計

法適用初年度 令和３年度

締結している事業数 27 （26.5%） 23 （22.5%）

締結していない事業数 75 （73.5%） 79 （77.5%）

合計 102 （100.0%） 102 （100.0%）

市

町村

法適用初年度

締結している事業数 ６ （31.6%）

締結していない事業数 13 （68.4%）

合計 19 （100.0%）

簡易水道事業及び下水道事業における公認会計士等との顧問契約の締結状況は以下のとおり。



自助努力により会計処理等を行うようになった事例①
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団体 事業
適用
年度

自助努力
開始年度

締結しなかった理由
自助努力で業務ができ
るようにしている工夫

会計処理並びに予算
書及び財務諸表作成
で留意すべきポイント

人事異動の際の
対応

A市 下水道 Ｒ２ Ｒ３
費用対効果が低いと判
断したため

システム業者から助
言を受けている

－ 引継ぎ

B市 下水道 Ｒ２ Ｒ３
予算獲得ができなかっ
たため

経営・財務マネジメン
ト強化事業を活用、
水道事業から助言を
受けている

－ 引継ぎ

Ｃ市 下水道 Ｒ１ Ｒ３
職員に対して専門的な
知識の習得に努めさせ
ているため

研修への参加、
水道事業から助言を
受けている

伝票・予算書等の
複層的なチェックを
行う

引継ぎ

Ｄ市 下水道 Ｈ３０ Ｒ１
システム業者から助言
が受けられるため

－ －

公営企業会計
業 務 経 験 者 を
配置するように
している



自助努力により会計処理等を行うようになった事例②

9

団体 事業
適用
年度

自助努力
開始年度

締結しなかった理由
自助努力で業務ができ
るようにしている工夫

会計処理並びに予算
書及び財務諸表作成
で留意すべきポイント

人事異動の際の
対応

Ｅ市 下水道 Ｒ１ Ｒ２
職員で対応が可能と判
断したため

簿記通信教育受講、
各種研修への参加

確認作業を丁寧に
実施

簿記資格の取
得を勧めている

Ｆ市 下水道 Ｒ１ Ｒ４
移行から３年経過し、公
認会計士への疑義照会
が減ったため

参考書や他自治体の
事例を参考にしてい
る

予算書・財務諸表
の整合に留意

初 見 で も 対 応
可 能 な 水 準 の
引継書作成、
残 留 す る 職 員
にも引継ぎを実
施

Ｇ市 下水道 Ｒ２ Ｒ３
法適化初年度で一連の
知識を習得できたため

不明点があればシス
テム業者の助言を受
ける

特別な処理があれ
ば、マニュアルとし
て残す

操作マニュアル
による引継ぎ

Ｈ市 下水道 Ｒ２ Ｒ３ －
研修等へ積極的に参
加

日々の業務やデー
タをマニュアル化

業務マニュアル
による引継ぎ



自助努力により会計処理等を行うようになった事例③
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団体 事業
適用
年度

自助努力
開始年度

締結しなかった理由
自助努力で業務ができ
るようにしている工夫

会計処理並びに予算
書及び財務諸表作成
で留意すべきポイント

人事異動の際の
対応

Ｉ町 下水道 Ｒ１ Ｒ２
参考書等を活用するこ
とで対応可能なため

－ － －

Ｊ市 下水道 Ｈ３１ Ｒ３

イレギュラー処理の減
や水道事業の過去の事
例・参考書で対応可能
になったため

不明点は水道事業の
職員と相談して対応

－

公営企業会計
業 務 経 験 者 を
配置するように
している

Ｋ町 水道 － Ｒ３

過去の知識及び経験の
蓄積により、支援なしで
実施可能と判断したた
め（問題発生時は、ス
ポット的な業務支援の
依頼を検討）

過去に指摘された点
や問題点等の対応方
法をリスト化、
過去データとの比較
や研修に参加し、専
門的な知識を取得

過去データとの比
較や過去指摘事項
の確認、
独自にワークシート
を作成し、システム
データと照合

公営企業会計
業務経験者の
配置を要望、
引継ぎマニュア
ルの作成

Ｌ市 水道 － Ｒ３
職員で対応が可能と判
断したため

消費税申告時に不明
点があれば税務署に
直接相談

－

公営企業会計
業 務 経 験 者 を
配置、
財務関係職員
の一括異動が
ないようにして
いる



法適用初年度から会計士等の顧問契約を締結していない事例
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団体 事業
適用
年度

締結しなかった理由
自助努力で業務ができるように
している工夫

会計処理並びに予算書
及び財務諸表作成で留
意すべきポイント

人事異動の際の対応

Ａ村 下水道 Ｒ１
システム業者から助言
が受けられるため

システムを頻繁に更新し、
事務負担軽減を図っている

複数人でチェックを
行っている

公営企業会計業務
経験者を配置する
ようにしている

Ｂ村 下水道 Ｒ２
水道事業の会計係が
下水道事業の会計処
理も担当しているため

－ －
公営企業会計業務
経験者を配置する
ようにしている

Ｃ町 下水道 Ｒ２

企業会計に精通した職
員がいるため、
予算獲得ができなかっ
たため

企業会計に精通した職員に
よる月３回の勉強会を開催、
残高試算表を企業会計に
精通した職員が適宜確認

消費税において、予
算不足が生じないよ
うにする

法適化初年度は経
験者配置、
企業局や病院局職
員からの指導

Ｄ町 下水道 Ｒ２ －

システム業者からのサポー
トが得られる、
セミナー等の参加で知識を
習得

減価償却費や引当
金などの非現金項目
の計上漏れに留意

公営企業会計業務
経験者を配置する
ようにしている

Ｅ町 下水道 Ｈ30
不明点は水道協会や
下水道協会に質問して
対応するため

研修に参加し、専門的な知
識を習得

出納検査において、
月ごとに収納の過不
足、帳票の誤謬など
をチェック

決算に係る事務を
分散し、異動してき
た職員が全てを担
当することがない
ようにする



○ 公営企業会計の適用（法適化）及び広域化計画の策定について、国からの要請に基づき、地方団体において期限
までの実施に向けて取り組んでいるものと承知している。

これらの法適化及び広域化に併せて、可能な限り会計を一本化することにより、会計処理にかかる委託費や人件
費等の節減が図られることから、以下の点に留意した上で、積極的に取り組まれたい。

(1) 農業集落排水（法非適）と公共下水道（法適）の会計一本化、簡水（法非適）と上水（法適）の会計一本化の際、固
定資産台帳の整備、システム改修委託費等の法適化に要する経費について、法適化債が充当できること（接続統
合の有無を問わない）

(2) 農業集落排水と公共下水道の会計一本化（接続統合なし、事業毎にセグメント管理）の場合でも、法律に基づく事
業単位は引き続き別であるため、高資本費対策は引き続き事業毎（農業集落排水と公共下水道別々）に講じられる
こと

農業集落排水
事業会計
（法非適）

公共下水道
事業会計
（法適）

農業集落排水
事業

（法適）

公共下水道
事業

（法適）

会計一本化

下水道事業会計 （事業毎にセグメント管理）

法非適会計から法適会計に一本化する際にかかる経費について、法適化債を充当可能

農業集落排水
事業会計
（法非適）

公共下水道
事業会計
（法適）

農業集落排水
事業

（法適）

公共下水道
事業

（法適）

会計一本化

下水道事業会計 （事業毎にセグメント管理）

高資本費対策 高資本費対策

※ 高資本費対策は、事業毎に要件を満たすか否か判断され、
事業毎に講じられる

会計一本化に係る留意事項①
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処理場 処理場

A市

処理場
処理場 処理場

A市

処理場

統合

(3) 農業集落排水（A処理区）を公共下水道へ統合し、農業集落排水（B処理区）を存続する場合、農業集落排水（A処
理区）部分の高資本費対策は３０年経過措置（今回拡充）の対象となること

公共下水道
農業集落排水

（A処理区）
農業集落排水

（B処理区）
公共下水道

農業集落排水
（A処理区）

農業集落排水
（B処理区）

A処理区のみ統合

高資本費対策の３０年経過措置の対象 存続した部分について要件を満たす
場合、高資本費対策の対象

(4) 全農業集落排水事業の約６割程度は既に公共下水道事業会計等と会計が一本化されてセグメント管理となってい
ること、法適化する際にあわせて会計一本化を実施した自治体の事例も複数あること

(5) 簡水の法適化の際に、会計処理に係る委託費や人件費等の節減が図られることから、上水会計に統合している事
例が令和２年度のみで２０件あること

(6) ①農業集落排水の公共下水道への統合の場合に農業集落排水部分の高資本費対策を供用開始３０年まで適用
する経過措置を講じる予定であること、②社会資本整備総合交付金等について、農業集落排水を公共下水道に統
合する際の交付対象を拡充する概算要求がされていること、③全国的に広域化計画の中に農業集落排水の統合を
相当程度盛り込む予定で取組まれていること

会計一本化に係る留意事項②
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